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論 文 内 容 の 要 旨
本論文 は、刑事手続 における事実認定の合理化 とい う視角か ら、判決理由の意義及 び機能 にっ
いて我 が国及 び ドイッの比較法的、理論史的検討 を行 い、大要以下 の如 く述べている。
(1)①ドイッの糾問的訴訟の時代 における判決理 由は、法定証拠が法律通 りに適用 され ること
を保障する意義を もっていたが、その後 「改革 された刑事訴訟」への移行過程 において自由心証
主義 の採用が現実化す るなかでその意義が論 じられた。当初 は陪審導入 と同時に自由心証主義 が
採用 されたとい う歴史的経緯や裁判官の判断を法律 の拘束か ら解放す ることに対す る危惧 などか
ら、 自由心証主義 は陪審裁判所 にのみ適用 されるいう見解が強か ったが、次第 に自由心証主義 と
いって も恣意的な判断を認 めるもので はな く経験則等 に拘束 され、事実認定 における精神作用 は
陪審員 も裁判官 も同 じであることが承認 されるに従 って、裁判官 に対 して も自由心証主義が適用
され るとい う見解が有力になった。 と同時に、裁判官 の認定を合理化す る制度 として、判決理 由
が控訴な どの上訴制度 と並んで 自由心証主義 の下で も不可欠であ るとす る主張が一般的 とな り、
判決理由 は、上訴制度 との関連 において もその意義 を認 められるようになり、また再審手続 にお
ける再評価 のために も重要 な意義が与え られた。
② ところが、 ライ ヒ刑訴法 は、間接事実 の摘示規定を採用 したにとどまり、証拠説明について規
定 しなか った。その後1908年案や1920年草案などの法律改正作業 において、自由心証 の合理 的側
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面 を強調す る者は、認定理 由を示す ことが可能であるとし、特に当事者に対す る説得機 能を高 く
評価 し、法改正を求めたが、実現 されなか った。 しか し、特 にv.ヒッペルや アルスベル クのよ
うに、証拠説明が事実認定 を合理化 し、当事者に対す る説得機能を果 たすべきこと、誤判防止 の
観点か らも不可欠 であることを強調す る見解が存在 し続 けた。更 に、判例 は、特 に1930年代以降、
証拠説明のない判決を実体的鍛疵があるもの として扱 い、事実上上訴審 による証拠評価 のコン ト
ロールを許す方向へ と向かった。 このように判決理 由は、特 に上訴審 との関連 においてその意義
が高 く評価 され ることになった。
③ こうした傾向は現行法の下で も続いたが、多数説 は法267条1項2文が証拠説明、証拠評価 の
説示 にも及ぶ ものとしなが ら、その違反 は上告理由とはな らず、ただ実体非難 により上告審 によ
り破棄 され るべ きものと理解 してきた。 しか し、特にペータース らは、証拠評 価の説 明 は法267
条1項2文 の解釈 として必要であると理解 している。判例は、1980年代までは裁判官 の心証 とし
て主観的確信論に立ちなが らも、証拠評価の不備を実体法違反 と捉 えることによ り上訴審 によ る
証拠評価 のコン トロールを行い、 これを強化、拡張 してきた。 こうした証拠評価への介入 を認 め
ることには批判 もあ るが、連邦裁判所 は、現在では心証 を蓋然性 に支 えられた間主観的な もの と
して理解す ることで、合理的認定に向けコン トロールの道 を強化する方向へ と転換 している。
(2)①我が国においては、明治三二年 までの判例 ・学説 は、判決理 由として 「証拠説 明」 を行
うことが必要であるとの見解を取 らなか った。 これは、法律 の規定の仕方 にもよるが、 自由心証
主義概念 に関 し主観的理解が圧倒的であり、事実認定の理由、心証形成過程の説示 を判決理 由に
おいて合理的に行 うことは不可能であると考え られたことが強 く影響 した。
このような状況 の下で、事実認定 を合理化 し、被告人への説得機能 を強化 しようとす る動 きが
主に在野法曹 の間で生 じ、明治三二年 には、証拠説明に関する規定が新設 された。 しか し、 この
規定 は、判例がその解釈 として 「証拠内容の引用」で足 りるとす る見解 を採 った こともあ って、
その後十分な機能 を果 たす ことがで きず、裁判所負担軽減、手続簡易化を求める動 きによって攻
撃 されてきた。 こうした動 きが具体的 に結実 したのが、大正五年案及 び同七年案であった。
しか し、他方で は、被告人が裁判 に対する十分な納得を得 ることを可能 にす る制度であると し
て これを擁護 し、更に理 由付 けの実質化を目指そ うとする在野法曹 の動 きは、判決理由制度 の形
骸化の動 きを阻止 し、大正刑訴法 における証拠説明規定 を維持させることに成功 した。 また、大
正刑訴法 の解釈 レベルで も、こうした証拠説明の実質化 を図 ろうとす る見解が存在 し続 けた。
② この証拠説 明の規定 は、第二次大戦下 における証拠標 目挙示の制度の新設 とい う特殊な状況 の
下 に置かれたが、それで も証拠説明の実質化 に向け厳格 な解釈を行おうとす る動 きは消えなか っ
た。大審院 も証拠標 目で足 りるとす る戦時刑事特別法二十六条の解釈 について、証拠説 明の有す
る意義を確認 した うえで、認定事実 と証拠 との関連が理解可能 な形での証拠標 目の挙示を求あた。
一43一
しか し、 この解釈 には限界が伴わざるをえず、我が国ではナチス ドイッにもみ られなか った 「証
拠標 目挙示主義」が実現 したのである。
戦後、現行刑事訴訟法を立案す るにあた っては判決理 由制度 のあ り方 にっいての慎重な検討 ・
分析が行われるべ きであ ったが、その形跡 は見 られない。
(3)①第二次大戦後 においても、我が国において判決理由の理論的な問題点 として繰 り返 し指
摘 されてきたの は、 自由心証主義、口頭主義、あるいは現在の我が国の刑事訴訟法の基本構造 で
ある当事者主義の もとでは、判決理由 とりわけ証拠説明を示す ことは出来 ないという点であった。
しか し、 この考え方 は ドイツにおいて既 に19世紀 に口頭主義、自由心証主義を採用す る過程 で批
判 されたこと、第二次大戦後 も特に誤判研究に もとついてペータースが従来の見解 を転換 し、現
行法上 も証拠説明を行 うことが被告人の弁護 を受 ける権利、根拠の充分 な有罪判決を求める権利
を保障 し、上訴を有効 に行 うためにも不可欠であると論ずるなど、証拠説明を要求す る見解 がむ
しろ多数説 とな っていること、事実認定 は最終的には合理的な自己検証 を踏 まえて行われるべ き
ことなどを考慮す るな ら、口頭主義や 自由心証主義 を根拠 として証拠説明がで きない ことを主張
す る見解 は克服 されるべきで ある。
② また、判決理由は評議を慎重 にさせ、公正 な裁判 を可能 にす る有効な手段 とな る。 この ことは
評決が全員一致制をとる場合 によりよ く機能す る。 また公開主義により当事者 の裁判 に対す る信
頼 は保障され るが、裁判所が証拠 をどのよ うに評価 したのかを明 らかにすることによ り当事者 に
対する説得作用が強化 される。
③上訴 との関連 において も、判決のどこに問題があるのか、上訴審においてどの点を争 うことが
有効 であるのかは、判決理由をとお しそ明 らかにされる。再審の場合 に再審裁判所が証拠の総合
評価を行 うに当り、判決理由は証拠構造分析上の不可欠の前提 となる。
④更 に、判決理 由が審理か らの印象が新鮮な段階で作成 される必要があり、そのため宣告前 に判
決理 由を書面 に記載す ることが要請 されるので、宣告前に判決書 を作成することが義務づ けられ
るべきである。
⑥現行規定上 は証拠評価 は必要 とされていないが、前述 した判決理由の機能か らみて、証拠説明
として証拠の取捨選択 を含む証拠評価の説示が必然的に要請 されると解釈 され るべ きである。
論 文 審 査 結 果 の 要 旨
わが国では、判決理由について従来 は主 として実務的関心か らの研究があるのみで、その意義
及び機能 について本格的 に理論的究明を行 った研究 は殆 どなか った。本論文 は、 この空白を埋 め
る意欲的な試 みであり、その意味で画期的な ものといってよい。
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本論文 は、上記 テーマに取 り組 むに当 り、第二次大戦前はもとより戦後において もわが国刑事
手続 に深い理論的影響 を与 え続 けて きた ドイッにおける判決理 由論 の歴史的展開過程 を丹念かっ
緻密 にフォローし、 自由心証主義の合理化、裁判公開の実質化、上訴審による証拠評価 コントロー
ルの強化 の流 れのなかで、判決理 由の意義及び機能に対 する理論的評価が高まってきた歴史的趨
勢を析出す る。その上で本論文 は、わが国における判決理由にっ いても理論史的考察 を加 え、事
実認定の合理化 を求 める流 れを一層促進す る観点 に立 って ドィッ及び日本における理論史的考察
の成果 に学ぶべき点を具体的 に挙示 し、それ らにっ いて解釈論的検討を交 えっつ、 その実現 の方
途を探 る、 という手法を とっている。
もとより判決理由は高度に技術的側面 を もってお り、従 ってその現実的機能 を分析 ・把握 した
うえで解釈論 的、訴訟技術的考察を行 うことも必要である。 しか し、前述 したような研究上 の空
白に鑑みれば、本論文 のとった比較法的、理論史的な研究手法 は、空白を埋めるための第一段 階
的作業 として有益な ものといっていいだろう。
もっとも本論文が ドイッ及 び日本の判決理 由論 の比較法的、理論史的分析を行 うに当 り、職権
主義 ・当事者主義 という訴訟構造論的な分析 スキームを明示的な前提 としていない点は、刑事訴
訟理論 の一般的な歴史的展開 と判決理由論の歴史的展開 との間の内的関連性 をやや希薄な ものに
し、理論史研究 としては物足 りなさを覚えさせるきらいな しとしない。 しか し、当事者主義(そ
のコロラリーとしての直接主義 ・口頭主義)を 強調する考 え方 の下では判決理 由の意義 ・機能 が
ともすれば低 く捉え られがちな理論状況 があ り、 この状況 の打破を志向する本論文 が前述の分析
スキームか ら出発することを戦略的に避 けることにより論証 を説得的なものに しよ うと意図 した
とみることができ、む しろこの点に本論文 のユニークさがあるともいえる。
以上の通 り本論文 は、判決理 由という大 きなテーマに比較法的、理論史的分析 を加え、従来 の
研究の空白を埋 めた業績 として高 く評価 されてよ く、博士(法 学)の 学位を授与す るに価す ると
認め られ る。
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